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はしがき 
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文部科学省科学研究費補助金・特定領域研究  
2000年度～2004年度 研究成果報告書 

 
１．領域番号：  ６０３ 
２．領域名：   世代間の利害調整に関する研究 
３．領域代表者： 高山憲之（一橋大学経済研究所教授） 
 
４．研究組織 
 
 研究組織は総括班（Ｓ１）および７つの計画研究班（Ａ１～Ａ７）によって構成された。

その詳細は次のとおりである（肩書きはいずれも2005年3月時点）。 
 
4.1 総括班（Ｓ１） 
①課題番号： 12123202 
②研究課題： 世代間の利害調整に関する総括的研究 
③研究代表者： 高山 憲之 一橋大学経済研究所教授  
④研究分担者： 鈴村興太郎 一橋大学経済研究所教授 

鴇田 忠彦 一橋大学大学院経済学研究科教授(2000年10月～2003年11月) 

田近 栄治 一橋大学大学院経済学研究科教授（2003年11月～2005年3月） 

麻生 良文 一橋大学経済研究所助教授（2000年10月～2001年9月） 
斎藤  修 一橋大学経済研究所教授（2001年10月～2005年3月） 
寺西 重郎 一橋大学経済研究所教授  
西村 可明 一橋大学経済研究所教授  
北岡 伸一 東京大学大学院法学政治学研究科教授(2000年10月～2004年3月) 

田辺 國昭 東京大学大学院法学政治学研究科教授(2004年4月～2005年3月) 

⑤事務担当者： 北村 行伸 一橋大学経済研究所教授 
⑥内部評価者： 大槻 幹郎 創価大学経済学部教授 

南  亮進 東京経済大学経済学部教授 
井堀 利宏 東京大学大学院経済学研究科教授 
清家  篤 慶應義塾大学商学部教授 

 
4.2 計画研究班（Ａ１～Ａ７） 
 
4.2.1 計画研究班（Ａ１） 
①課題番号： 12123203 
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②研究課題： 地球温暖化問題を巡る世代間衡平性と負担原則 
③研究代表者： 鈴村興太郎 一橋大学経済研究所教授 
④研究分担者： 西沢  保 一橋大学経済研究所教授 

吉原 直毅 一橋大学経済研究所助教授 
蓼沼 宏一 一橋大学大学院経済学研究科教授 
森村  進 一橋大学大学院法学研究科教授 
堀   元 創価大学経済学部教授 
須賀 晃一 早稲田大学政治経済学部教授 
長谷川 晃 北海道大学法学部教授 
後藤 玲子 立命館大学先端総合学術研究科教授 

⑤研究協力者： 西條 辰義 大阪大学社会経済研究所教授 
篠塚 友一 小樽商科大学商学部教授 
宇佐美 誠 東京工業大学社会理工学研究科助教授 
Wolter Bossert モントリオール大学教授 
Yves Sprumont モントリオール大学教授 

 
4.2.2 計画研究班（Ａ２） 
①課題番号： 12123101 
②研究課題： 医療と介護における世代間の受益と負担の国際的な実態およびその利

害調整の設計 
③研究代表者： 田近栄治（一橋大学大学院経済学研究科教授） 
④研究分担者： 尾形裕也（九州大学医学研究院基礎医学部門教授） 

小椋正立（法政大学経済学部教授） 
黒川 清（東海大学医学部教授） 
佐藤主光（一橋大学大学院経済学研究科助教授） 
高木安雄（九州大学医学研究院基礎医学部門教授） 
田中耕太郎（山口県立大学社会福祉学部教授） 
知野哲朗（岡山大学経済学部教授） 
南部鶴彦（学習院大学経済学部教授） 
廣井良典（千葉大学法経学部教授） 

⑤研究協力者： 小野章一（高千穂大学商学部・経営学部非常勤講師） 
角田 保（大東文化大学経済学部専任講師） 
河村 真（法政大学経済学部教授） 
菊池 潤（一橋大学大学院経済学研究科博士後期課程） 
熊本尚雄（福島大学経済学部助教授） 
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今野広紀（一橋大学大学院経済学研究科博士後期課程） 
齋藤裕美（一橋大学大学院経済学研究科博士後期課程） 
菅原琢磨（国際医療福祉大学医療福祉学部専任講師） 
鈴木 亘（東京学芸大学教育学部助教授） 
中泉真樹（國學院大學経済学部教授） 
林 行成（広島国際大学医療福祉学部専任講師） 
細谷 圭（日本学術振興会特別研究員一橋大学） 
増原宏明（日本学術振興会特別研究員一橋大学） 
油井雄二（成城大学経済学部教授） 
湯田道生（一橋大学大学院経済学研究科博士後期課程） 

 
4.2.3 計画研究班（Ａ３） 
①課題番号： 12123204 
②研究課題： 年金をめぐる世代間の利害調整に関する経済理論的・計量的研究 
③研究代表者： 高山 憲之 一橋大学経済研究所教授 
④研究分担者： 安田  聖 一橋大学経済研究所教授  

渡辺  努 一橋大学経済研究所教授 
北村 行伸 一橋大学経済研究所教授（2000年10月～2003年3月） 
都留  康 一橋大学経済研究所教授（2003年4月～2005年3月） 
祝迫 得夫 一橋大学経済研究所助教授 
伊藤 隆敏 東京大学大学院公共政策学連携研究部教授  
宇野富美子 東洋英和女学院大学国際社会学部教授  
小塩 隆士 神戸大学大学院経済学研究科助教授 
吉田  浩 東北大学大学院経済学研究科助教授  
小幡  績 慶應義塾大学大学院経営管理研究科助教授 

⑤研究協力者： 大竹 文雄 大阪大学社会経済研究所教授  
江口 隆裕 筑波大学大学院社会科学系教授 
Mukul Asher シンガポール国立大学経済学部教授 
Jorge Bravo チリ・国連中南米経済委員会エコノミスト 
Hazel Bateman 豪州・ニューサウスウェールズ大学助教授 
Daniele Franco 伊国・イタリア中央銀行調査研究部長 
John Ball 英国・社会保障省エコノミスト 
David Blake 英国・ロンドン大学教授 
John Piggott 豪州・ニューサウスウェールズ大学教授 
Olivia S. Mitchell 米国・ペンシルバニア大学教授 
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Gary Burtless 米国・ブルッキングス研究所上級研究員 
Edward Palmer スウェーデン・ウプサラ大学教授 
Bo Könberg スウェーデン・国会議員 
Eli Donkar 米国・社会保障庁次席数理官 
Axel Börsch-Supan 独国・マンハイム大学教授 
Winfried Schmähl独国・ブレーメン大学教授 
Ken Battle 加国・カレドン研究所所長 
Robert Holzmann 世界銀行社会保障担当部長 
Warren McGillivray 国際社会保障協会事務局次長 
Massimo Livi-Bacci 伊国・フィレンツェ大学教授 
Ole Settergren スウェーデン・社会保険庁経済調査部長 
Francois Lequiller  OECD・SNA担当課長 
Robert Clark 米国・ノースカロライナ大学教授 
Philip Davis 英国・ブルーネル大学教授 
Vivian Chen 中国・元アジア開発銀行コンサルタント 
Shean-Bii Chiu 台湾国立大学教授 
Iris Chi 米国・南カリフォルニア大学教授 
Hanam Phang 韓国・KLI研究員 
Thillainathan Ramasamy マレーシア・前マレーシア経済学会会長 
Vaidyanathan Ramamurthy インド・インド管理研究所研究員 
Niwat Kanjanaphoomin タイ・中央政府年金基金課長 

 
4.2.4 計画研究班（Ａ４） 
①課題番号： 12123102 
②研究課題： 少子化および外国人労働をめぐる経済理論的・計量的研究 
③研究代表者： 斎藤 修  一橋大学経済研究所教授 
④研究分担者： 麻生良文  慶應義塾大学法学部助教授  

阿藤 誠  国立社会保障・人口問題研究所所長  
井口 泰  関西学院大学経済学部教授  
小川 浩  関東学園大学経済学部助教授  
樋口美雄  慶応義塾大学商学部教授  
八代尚宏  日本経済研究センター理事長  
依光正哲  一橋大学大学院社会学研究科教授  
北村行伸  一橋大学経済研究所教授  
佐藤正広  一橋大学経済研究所教授  
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青木玲子  一橋大学経済研究所助教授 
塩浜敬之  一橋大学経済研究所講師 
大山昌子  一橋大学大学院経済学研究科講師  

⑤研究協力者： 岩本康志  一橋大学大学院経済学研究科教授  
西村 智  関西学院大学経済学部助手  
志甫 啓  関西学院大学経済学研究科博士課程  
倉田良樹  一橋大学大学院社会学研究科教授  
佐野 哲  法政大学経営学部教授 
三好博昭  三井情報開発(株)総合研究所シニアエコノミスト 
宣 元錫  共栄大学非常勤講師 

 
4.2.5 計画研究班（Ａ５） 
①課題番号： 12123205 
②研究課題： 経済発展における世代間の利害調整 
③研究代表者： 寺西 重郎 一橋大学経済研究所教授 
④研究分担者： 浅子 和美 一橋大学経済研究所教授 

加納  悟 一橋大学経済研究所教授 
黒崎  卓 一橋大学経済研究所助教授 
阿部 顕三 大阪大学大学院経済学研究科教授 
二神 孝一 大阪大学大学院経済学研究科教授 
柴田 章久 京都大学経済研究所教授 

⑤研究協力者： 清川 雪彦 一橋大学経済研究所教授 
深尾 京司 一橋大学経済研究所教授 
阿部 修人 一橋大学経済研究所助教授 
小野 哲生 大阪大学大学院経済学研究科助教授 
中山 雄二 大阪府立大学経済学部助教授 
中村 勝克 福島大学経済経営学類助教授 
川西 諭  上智大学経済学部助教授 

 
4.2.6 計画研究班（Ａ６） 
①課題番号： 12123206 
②研究課題： 移行経済における世代間の利害調整 
③研究代表者： 西村 可明 一橋大学経済研究所教授 
④研究分担者： 久保庭眞彰 一橋大学経済研究所教授 

吉野 悦雄 北海道大学大学院経済学研究科教授 
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上垣  彰 西南学院大学経済学部教授  
田畑伸一郎  北海道大学スラブ研究センター教授  
岩崎 一郎 一橋大学経済研究所助教授   

⑤研究協力者：大津 定美 大阪産業大学経済学部教授 
池本 修一 日本大学経済学部教授 

 
4.2.7 計画研究班（Ａ７） 
①課題番号： 12123201 
②研究課題： 世代間利害調整の政治学 
③研究代表者： 北岡伸一 東京大学大学院法学政治学研究科教授（2000年度～2003年度） 

田辺國昭 東京大学大学院法学政治学研究科教授（2004年度） 
④研究分担者： 飯尾 潤 政策研究大学院大学教授  
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５．研究成果発表 
 
 本報告書第２部の別紙Ａ１－１、Ａ２－１、Ａ３－１、Ａ４－１、Ａ５－１、Ａ６－１、

Ａ７－１をそれぞれ参照されたい。 
 
６．その他 
 
 本報告書のうち主要論文を再録した部分以外は当該領域専用ウェッブサイト： 
 

http://www.ier.hit-u.ac.jp/pie/Japanese/index.html 
 
から直接ダウンロードすることができる。 
 
 


